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価・予測・立案手法の確立に関する総合研究プロジェクト  

課題代表者名 西岡秀三（独立行政法人国立環境研究所特別客員研究員）  
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合計予算額  1,032,640千円（うち20年度 249,800千円） 

※上記の予算額には、間接経費 236,548千円を含む  

 

研究体制 

１：温暖化対策評価のための長期シナリオ研究 

（独立行政法人国立環境研究所、独立行政法人森林総合研究所、京都大学、滋賀大学、文教大

学、神戸大学、立命館大学、財団法人地球環境戦略研究機関、社団法人日本エネルギー学会、

みずほ情報総研（株）、（株）ジェイ・ケイ・エル） 

２：温暖化対策の多面的評価クライテリア設定に関する研究 

（独立行政法人国立環境研究所、東京工業大学、京都大学、早稲田大学、国際大学、青山学院

大学） 

３：都市に対する中長期的な二酸化炭素排出削減策導入効果の評価 

（東京大学、慶應義塾大学、成蹊大学、日本工業大学、東京理科大学、（株）日建設計、信州

大学、東洋大学） 

４：温暖化対策のための、技術、ライフスタイル、社会システムの統合的対策の研究 

―IT社会のエコデザイン― 

（独立行政法人産業技術総合研究所、東京大学、日本電気（株）、日本電信電話（株）、富士

通（株）） 

５：技術革新と需要変化を見据えた交通部門のCO2削減中長期戦略に関する研究 

（環境省独立行政法人国立環境研究所、経済産業省独立行政法人産業技術総合研究所、筑波大

学、東京海洋大学、名古屋大学、早稲田大学、東京大学、（株）三菱総合研究所）  

 

I.戦略課題S-3の全体構成 

 S-3は5つのサブチームから構成されている。 S-3-2「目標設定チーム」は手順１「気候安定化に

向けた日本の削減目標値設定」を担当し、2050年までに世界および日本で削減すべき温室効果ガス

ならびにCO2の目標値を設定した。S-3-3「都市チーム」、S-3-4「IT社会チーム」、S-3-5「交通チ

ーム」は、2050年低炭素社会を実現するために必要な都市や交通における対策の同定、ITの役割検

討を行った。そして、総括班である S-3-1「シナリオチーム」はそれらの情報をすべて組み合わせ

て、手順2「2050年低炭素社会像の構築」と手順3「長期の目標に基づいた取り組みの決定」を行っ

た。また、5名の専門家から構成されるアドバイザリーボードの助言を受けて、全体の研究を進め、

2050年に向けた低炭素社会の姿とそこへ至る道筋に関する研究を行った。 
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図1 脱温暖化2050研究プロジェクトの枠組み 
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Ⅱ.本研究により得られた科学的成果 

日本低炭素社会研究成果を、50篇以上の査読つき論文として提出、論文特集号「低炭素社会のビ

ジョンと実現シナリオ」地球環境Vol.12 No.2（2007）、論文特集号「Modeling long-term scenarios 

for low-carbon societies-」Climate Policy Vol.8 Supplement （2008）としてまとめた。また

全体成果を、西岡秀三編著「日本低炭素社会のシナリオ  二酸化炭素70%削減の道筋」日刊工業新

聞社（2008）にまとめた。 

研究成果から得られる主な結論は以下のとおり。 

① 気候安定化に向けて、日本は2050年に1990年比でCO2排出を70％程度削減した「低炭素社会」に

する必要がある。 

2050年半減目標を達成するためには、いかなるケースを用いても、世界全体の排出量を 2010年

以降増やす余裕はないことがわかった。また、最終的な2050年時点での排出量が半減目標を達成

する水準であったとしても、現在から2050年に至るまでの排出経路によって、2100年時点での気

温上昇幅に若干の違いが出てくることがわかった。産業革命前から今日までにすでに0.7℃以上

上昇していることを考えると、2050年半減したとしても、今後さらに気温が1.5℃以上上昇する

ことになる。この気温上昇幅では気候変動の影響によるリスクがすでにかなり顕在化することが

予想される。2050年半減を目指す限りにおいては、緩和策とともに適応策も重要になることが見

込まれる。日本に関して、一人当たり排出量均等化やGDP均等化等のアプローチを適用したとこ

ろ、世界半減のときに日本の2050年の排出削減量は72％～92％削減となることがわかった。 

② 70％削減は、エネルギー需要側での40％程度の省エネルギーと、供給エネルギーの低炭素化で、

必要とするサービス需要を満足しながらも技術的に可能である。その技術コストは想定される

GDPの約0.3%となる。 

一人当たりGDPが年率2％で成長する社会（活力型、より便利で快適な社会）や、一人当たり GDP

は年率1%だが労働時間が減る社会（ゆとり型、コミュニティを重視する社会）の2つの社会を想

定して、1）2050年の人々がどこに住んでいるのか、どんな家に住んでいるのか、どんな移動を

しているのか、などの必要なサービス量の同定、2）そのときにどのような（電気、熱、自動車

用燃料）エネルギーがどれぐらい必要なのか、どのような技術でそれを供給することができるの

か、3）再生可能エネルギーや原子力、化石燃料＋炭素隔離貯留など必要なエネルギー量を賄う

低炭素エネルギー供給は可能なのか、について各種シミュレーションモデルを開発して計算した

ところ、どちらの社会においても適切な対策の組み合わせによって2050年のCO2排出量を1990年

レベルに比べて70％削減することができることがわかった（図2）。また、それらの技術を適用

するために追加的に必要なコストは約0.3％と推計された。これらの成果を報告書「2050日本低

炭素社会シナリオ：温室効果ガス70%削減可能性検討」としてまとめ、広く公表した。 

 

CO270％削減

シナリオ 産業 家庭 業務
旅客
輸送

貨物
輸送

0 100 200 300 400

2000

シナリオA

シナリオB

産業 家庭 業務 旅客輸送 貨物輸送

2050

2050

消費側の賢い選択で
エネルギー消費は

４０－４５％へらせる！

一次エネルギー供給

石炭 石油 ガス

バイオ
マス

原子力

水力

太陽・
風力

- 100 200 300 400 500 600

2000

シナリオA

シナリオB

石炭 石油 ガス バイオマス 原子力 水力 太陽・風力

(Mtoe)

再生可能エネ導入など
一次エネルギーを
低炭素に！

集中型エネルギー利用

分散型エネルギー利用

2050

2050

(Mtoe)

エネルギー需要削減

40－45％削減

需要・供給側
の等分の努力

 
 

図2 70％削減を可能にする需要削減・供給側エネルギー構成例 

 

③ その実現には、技術開発と共に、技術の普及のための政策が重要である。都市や交通システム

の設計と運営がひとつの鍵となり、情報化の推進も有効。産業構造転換、インフラ整備等を、低

炭素社会に向けて確実に、早めに進めてゆくことが必要である。 
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・ 都市の設計について 

都市に対して取られるさまざまな対策間の相互関係を考慮した統合解析を現実の都市の

場に対して適用することによって都市単位での実際の削減可能量を推定したところ、以下

の結論が得られた。 

 東京、名古屋、京阪神の三大都市圏に代表されるように、規模が大きく密度も高い大

都市においては、エネルギー効率の高い集合住宅の導入、CO2 削減効果が現れる場所を

選んだコジェネレーションと地域冷暖房の導入、そして郊外部からの通勤に対するモ

ーダルシフトなどが有効である。 

 札幌や仙台のように人口が 100 万人を越えるような中枢都市では集合住宅と戸建て住

宅の両者への対策、鉄道の整備とモーダルシフトが考えられる。もっとも、鉄道整備

の効果はその都市の地形、物理的な都市域の広がりの形状にも依存する。 

 中規模程度の地方都市の場合、大規模な鉄道を建設することは費用の面で困難である。

これらの都市には性能の高い路面電車である LRT やモノレールなどが現実的である。 

 これに対し、小規模な都市や中山間地域では公共交通を導入することは実際問題とし

て困難である。自家用車のような個人的な移動手段の環境負荷をいかに低下させるか

が重要な点となる。一方でこれらの地域は森林系あるいは農業系のバイオマスを活用

する可能性も有しており、それらの事業性は検討に値する。 

これらの成果を報告書「低炭素都市の実現へ向けての解析」としてまとめ広く公表した。  

・ 交通の設計について 

 2020 年に向けた対策シナリオでは、次世代自動車技術、代替燃料を含めた総合効率に

ついて分析し、有望な自動車技術と燃料の組合せを提示することで、特に、電気自動

車のセカンドカーとしての利用可能性が高いこと、ハイブリッド車の価格低下とガソ

リン価格高騰により大量普及の可能性が高いことがわかった。 

 2050 年に向けた交通対策を考えると、自動車を中心とした単体技術施策だけでなく、

各地域の特性を考慮した適材適所の交通施策を立案・実施することが重要である。都

市構造やライフスタイル、産業構造の変更など、時間のかかる対策を計画的に行うこ

とで、交通部門の CO2 排出量を 2050 年までに 70％削減することが可能なことがわかっ

た。 

・ 情報化の推進について 

 既存の評価（2010 年）と、産業/交通／家庭生活での IT の影響を詳細に検討した結果

をベースに、現状延長的に IT が普及した 2020 年の CO2 削減効果の評価を行ったところ

IT による CO2 削減効果は、10～15%程度であった。 

 2050 年を念頭にパラダイムシフトした社会を描くために、意見公募（約 1,000 名）、

各分野の専門家へのヒアリング、およびアニメ・SF 映画のコンテンツデータの分析を

行って、将来社会のアイディア素材を収集した。それらを材料にシナリオ・プランニ

ングやブレーン・スートミング手法を用いて、2050 年 IT 社会の“生活シーン”や“産

業”を、文章およびイラストで描写し、成果を出版物「2050 脱温暖化社会のライフス

タイル －IT 社会のエコデザイン－」東京大学 RCAST 脱温暖化 IT 社会チーム・電通消

費者研究センター編纂にまとめて広く公表した。 

④ 基幹となる方策を各セクター、各地域でそれぞれの特性にあわせて、確実に組み合わせて進め

ることによって具体的削減が可能となる。 

2050年の日本のCO2排出量を1990年に比べて70％削減するような低炭素社会を実現する戦略を

具体的に示すため、複数の対策と政策を組み合わせた方策（例えば、高断熱住宅や太陽エネルギ

ーを利用する快適な家創りを目的とする関連活動のまとまり）を 12個にまとめ、目指すべき姿、

目指すべき社会像を実現するための障害と施策、それらを組み合わせた実現戦略を变述的、また

可能な限り定量的に記述し、報告書「低炭素社会に向けた12の方策」としてまとめて広く公表し

た。 

 

Ⅲ.成果の地球環境政策への貢献 

① 国内政策形成への寄与：国内では、それまで京都議定書の 6％削減可能性の論議が中心であっ

たが、2007年夏のハイリゲンダムサミットに向けて、日本の長期削減可能性の科学的裏づけが必

要となった。本研究は2006年までの前期成果として「日本において2050年にCO270％削減の技術

的可能性がある」ことを示しており、環境省を通じて日本国政府で検討され、安倍首相「美しい

国日本」およびハイリゲンダムでの世界50％削減提案の基盤となった。また、2008年洞爺湖サミ

ットに向けた日本の政策形成過程においても、福田ビジョン（「低炭素社会」への志向、 2050
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年日本60－80％削減）形成を先導した。 

② キーワードとしての「低炭素社会」：下記日英共同研究から使われた、「低炭素社会」という

言葉は、日本のさまざまな分野での気候変動対応のキーワードとして使われて、気候安定化対策

のトレンドを形成、政策促進に役立っている。首相施政方針演説にも組み込まれ、各省政策に織

り込まれ始めた。中央環境審議会では、低炭素社会つくりの政策検討を開始、低炭素都市など地

方行政、企業経営、市民社会に定着しつつある。「低炭素社会」が何を意味するかについての具

体的イメージは、日英共同研究で、持続可能な社会作りの一歩としてのあるべき社会・個人の行

動、として定義づけがなされているが、今のところそれぞれの主体の認識にまかされている状況

である。 

③ 国際的研究展開：本研究はまた、Gleneagles Process の一貫として、2006年2月から日英共同

「低炭素社会に向けた脱温暖化2050」研究プロジェクトと位置づけられた。3回の国際ワークシ

ョップを通じて、日英研究者を中核にして先進国・途上国を含む世界的な「低炭素社会」研究が

形成された。これが基盤となって、2008年G8サミット前に神戸で開催された20ヶ国環境大臣会合

では、日本が中心となった「Low Carbon Society Research Network: LCS-RNet」の世界的研究

促進を図る提案合意となり、2008年後半から既にその活動が開始されている。洞爺湖サミット首

脳への国際学術会議申し入れにおいても、「Transition to Low Carbon Society」の促進が重要

項目として組み入れられている。 

④ 国際気候変動対応研究の展開促進：世界全体でも、日本の削減策として、本研究への関心が高

く、気候変動枠組み条約会合でのサイドイベントを４回開催し多くの参加者との議論が行われた

し、EU、欧州各国、メキシコ、中国、台湾、韓国、マレーシア等10ヶ国以上での講演要請に応え

ている。国際共同研究で得た国際社会との連携を生かし、2009年度からの地球環境研究総合推進

費研究計画では、アジアを対象とした低炭素開発研究が、次期戦略研究として立ち上がっている。 

⑤ 国内気候変動対応研究の展開促進：政策の進展に伴って、日本の関連各学界（会）も「低炭素

社会」形成に向けた研究を強化しようとしている。「日本低炭素社会シナリオ」は、そうした研

究展開の骨格概念として、研究方向に示唆を与えている。研究参加メンバーが、それぞれの学会

の中核となって低炭素関連研究プログラムをたちあげている。また学会等の基調講演として「低

炭素社会シナリオ」の説明を本研究担当者が行った実績は、この2年で十数件にのぼる。地球環

境研究総合推進費研究でも、特別研究枠に「低炭素枠」がもうけられ、9課題が進行中である。 

 

IV.研究概要 

１．序（研究背景等） 

2007年に入りIPCC第4次報告書各作業部会から政策決定者向け要約が公表された。確実に温暖化

は起こっておりそれはほぼ間違いなく人為起源でもたらされていること、温暖化影響は予想以上に

広がっており気温の上昇が約 2～3℃以上である場合にはすべての地域において温暖化によるマイ

ナスの影響を受けること、深刻な影響を避けるためには2050年の温室効果ガス排出量を半減以下に

する必要があり今から適切な対応をとれば 2030年の排出量を 2000年レベル以下に抑えることが可

能なこと、等が指摘された。 

先進国である日本はそれ以上、たとえば70から90％削減を求められたとき、温室効果ガスをほと

んど出さない脱温暖化社会像を描く必要がある。そこで、長期にわたる継続した取り組みの方向性

をできるだけ早く提示することが求められている。2050年頃には現在の社会インフラのかなりが変

更されるであろう。今から長期の方向性を打ち出しておけば、都市、交通、産業などでエネルギー

に依存している現状の社会インフラを変更するための制度変革、技術開発、ライフスタイルチェン

ジなどに関する具体的な政策を提案することができる。  

 

２．研究目的 

平成16年度から、環境省地球環境研究総合推進費戦略プロジェクトの 1つとして開始された本研

究プロジェクトは、第Ⅰ期3年（平成16年度から平成18年度）＋第Ⅱ期2年（平成19年度から平成20

年度）の5年間に及ぶものである。本プロジェクトの目的は、日本を対象とした長期にわたる継続

した地球環境政策の方向性を提示することである。 

そこで、本プロジェクトでは、日本における中長期温暖化対策シナリオを構築するために、以下
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の検討を行い、2050年までを見越した日本の温室効果ガス削減のシナリオとそれに至る環境政策の

方向性を提示する（図1）。 

 

（１）全体像を把握する長期シナリオ開発研究とシナリオで取り入れる対策、施策、政策群の妥当  

性を検討する政策評価研究[シナリオ] 

（２）中長期温暖化対策のための削減目標を設定する判断基準検討研究[目標検討]、および 

技術社会面での今後の変化・発展予測をふまえた種々のオプションを検討する技術・社会イ

ノベーション統合研究 

（３）都市対策[都市] 

（４）IT導入効果[IT社会] 

（５）交通対策[交通] 

 

 これらの分野に専門性を持つ研究者約60名が結集したシナリオ研究により、技術・制度・社会シ

ステムなどを横断した整合性のある実現性の高い中長期温暖化政策策定に貢献する。また、経済発

展と両立した脱温暖化社会に到る道筋を提言することで研究者以外の人々の脱温暖化政策への関

心を高め、社会システム・ライフスタイルの改善に役立つよう情報発信を行う。  
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３．研究の方法及び結果 

（１）温暖化対策評価のための長期シナリオ研究 

１）中長期温暖化対策シナリオの構築に関する研究 

ⅰ）2007年2月15日に、2050年の日本のCO2排出量を1990年に比べて70％削減するような低炭素社会

を実現することが可能であることを報告書にまとめ、記者発表した。 

ⅱ）低炭素社会を実現する戦略を具体的に示すため、目指すべき姿、目指すべき社会像を実現する

ための障害と施策、それらを組み合わせた実現戦略を变述的、また可能な限り定量的に記述した「低

炭素社会に向けた12の方策」報告書（図3）を作成し、2008年5月22日に記者発表した。 

ⅲ）論文特集号「低炭素社会のビジョンと実現シナリオ」地球環境 Vol.12 No.2（2007）、論文特

集号「Modeling long-term scenarios for low-carbon societies-」Climate Policy Vol.8 Supplement 

（2008）としてまとめた。また全体成果を、西岡秀三編著「日本低炭素社会のシナリオ 二酸化炭

素70%削減の道筋」日刊工業新聞社（2008）にまとめた。 

ⅳ）「日本において2050年にCO270％削減の技術的可能性がある」ことを示すことで、安倍首相「美

しい国日本」および2007年夏のハイリゲンダムでの世界50％削減提案の基盤となった。また、2008

年洞爺湖サミットに向けて、福田ビジョン（「低炭素社会」への志向、2050年日本60－80％削減）

形成を先導し、2008年7月の「低炭素社会づくり行動計画」につなげた。 

ⅴ）2006年2月から日英共同「低炭素社会に向けた脱温暖化2050」研究プロジェクトを開始し、3回

の国際ワークショップを通じた成果を 2008年G8サミット前に神戸で開催された 20ヶ国環境大臣会

合で報告することで、日本が中心となった「 Low Carbon Society Research Network: LCS-RNet」

の世界的研究促進を図る提案合意となり、2008年後半から既にその活動が開始されている。 

ⅵ）滋賀県を対象に2030年までに1990年比50％削減する「持続可能社会の実現に向けた滋賀シナリ

オ」を2007年3月にまとめ、それらの成果を踏まえて滋賀県が2008年3月に 「持続可能な滋賀社会

ビジョン」を策定した。 

ⅶ）低炭素社会に向けた森林経営の影響について分析したところ、2050年までに建築木造率と家具

木製率が70%まで増加すると、2200万t-CO2（600万t-C）の削減が期待できること、一方、森林資源

の面から考察すると伐採量の増加が森林蓄積の減尐を招き、2030年以降のCO2貯蔵量は負に転じるこ

と、しかし、林地残材の利用が拡大するのでその多くは相殺可能であることが明らかとなった。  

 

1. 1. 快適さを逃さない住まいとオフィス快適さを逃さない住まいとオフィス
建物の構造を工夫することで光を取り

込み暖房・冷房の熱を逃がさない建築物
の設計・普及

2. 2. トップランナートップランナー機器を機器をレンタルレンタルする暮らしする暮らし
レンタル･リースなどで高効率機器の初期

費用負担を軽減しモノ離れしたサービス
提供を推進

3. 3. 安心でおいしい安心でおいしい旬産旬消型農業旬産旬消型農業
露地で栽培された農産物など旬のもの

を食べる 生活をサポートすることで農
業経営が低炭素化

4.4.森林と共生できる暮らし森林と共生できる暮らし
建築物や家具・建具などへの木材積極

的利用、 吸収源確保、長期林業政策で
林業ビジネス進展

8.8.カーボンミニマム系統電力カーボンミニマム系統電力
再生可能エネルギー、原子力、CCS併

設火力発電所からの低炭素な電気を、電
力系統を介して供給

9. 9. 太陽と風の地産地消太陽と風の地産地消
太陽エネルギー、風力、地熱、バイオ

マスなどの地域エネルギーを最大限に
活用

10. 10. 次世代エネルギー供給次世代エネルギー供給
水素・バイオ燃料に関する研究開発の

推進と供給体制の確立

5. 5. 人と地球に責任をもつ産業・ビジネス人と地球に責任をもつ産業・ビジネス
消費者の欲しい低炭素型製品・サービ

スの開発・販売で持続可能な企業経営を
行う

12. 12. 低炭素社会の担い手づくり低炭素社会の担い手づくり
低炭素社会を設計する・実現させる・

支える 人づくり

民生
部門

(全ての部門)

56～48 百万tC削減

11. 11. 見える化で賢い選択見える化で賢い選択
CO2排出量などを「見える化」して、

消費者の経済合理的な低炭素商品選択
をサポートする

6. 6. 滑らかで無駄のない滑らかで無駄のないロジスティクスロジスティクス
SCMで無駄な生産や在庫を削減し、産

業で
作られたサービスを効率的に届ける

7. 7. 歩いて暮らせる街づくり歩いて暮らせる街づくり
商業施設や仕事場に徒歩・自転車・公

共交通機関で行きやすい街づくり

運輸部門

44～45 百万tC削減

95～81 百万tC削減30～35 百万tC削減

産業部門 エネルギー転換部門

(全ての部門)

 
図3 低炭素社会に向けた12の方策  

 

２）中長期産業構造変化をもたらす要因に関する研究 

日本における産業化とガバナンスのありかたにかかる理論的検討として、エコロジカル・モダナ

イゼーション論における調整の方法に関して、いかなる調整方法が社会的に安定的なリスクの受容

体制に結びつくか、さらに環境制約に対していかなる調整方法が求められるか、その要件を示すと
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ともに、日本におけるエコロジカル・モダナイゼーションの過程の適用可能性について検討した。

その結果、欧州型市民社会とは異なる日本型の社会的調整方法に基づく低炭素型の社会モデルの構

築の要件として、「開かれた対話」をもとにリスク対処の作業の場の設定、政治化も形骸化もされ

ない対話の維持、信頼・安心状況の社会的醸成、の3点が抽出された。 

また、低炭素化対策の貿易構造への影響予測に関しては、低炭素社会に向けた取り組みが日本の

経済システム全体に大きな影響を与えるに留まらず、国際競争力への影響など貿易構造にも変化を

もたらすことから、この両者を一体に分析するツールとして、GTAP-Eをベースに、生産関数におけ

る代替弾性値の見直し、およびエネルギー効率改善を反映したモデルを開発した。このモデルを用

いて、2020年を対象年として低炭素日本社会シナリオによる産業構造・貿易構造の将来予測を行っ

た。低炭素日本社会シナリオとしては、「2050日本低炭素社会」シナリオチームが提案した「低炭

素社会に向けた12の方策」のうち、REPAモデルで定量的に反映可能な施策を選択した基本低炭素日

本シナリオ（LCS1シナリオ）に加え、「低炭素社会に向けた12の方策」には含まれていない分野横

断的効果を持つ経済手法として、削減目標を達成しうる税率の炭素税を導入するシナリオ（ LCS2シ

ナリオ)を策定した。LCS2シナリオにおけるCO2排出量削減目標としては、2050年までに1990年比70%

削減という目標に対し、シミュレーションの対象年である 2020年までに1990年比30%削減とし、こ

の目標を達成しうる炭素税率を内生的に計算した。 

産業構造分析については、産業構造の変革に関する国際シンポジウム、および政策対話を実施し、

低炭素社会における産業のあり方に関して、対話型合意の方法論を模索する。また、シンポジウム

参加者に対する日本の産業構造変革に関するアンケート調査を実施し、主要業種の低炭素社会に関

する見解について分析するとともに、低炭素社会における産業のあり方に関して対話型合意形成の

方法論について検討した。 

 

（２）温暖化対策の多面的評価クライテリアに関する研究 

１）長期目標設定のためのクライテリアとプロセスの国際比較研究（東京工業大学）  

本研究は、気候変動の影響を現代社会が抱えるリスクと捕らえ、リスクを出来るだけ低くするた

めにはどの程度の排出削減が必要となるのかを検討している。これまでの研究基盤の上にたち、今

年度は、3つの要素について不確実性の幅を勘案した計算を行った。これにより、不確実性のもと

であってもリスクを避けるために必要な排出削減量の幅が明らかになるからである。言い換えれ

ば、不確実性があってもこれだけは削減しなければ危険である、というレベルを明らかにした。 3

つの不確実性とは、許容する気温上昇、モデルにおける気候感度、国際制度のあり方である。気温

上昇に関しては、科学的検討から蓋然性の高い許容温度上昇幅 2.0℃に加え、2.2℃および2.5℃の

２つのケースを検討した。AIM Impact[policy]を使用した計算では、これらはそれぞれ、475ppm、

500ppm、550ppm、での温室効果ガス濃度安定化レベルに対応している。気候感度に関しては、2.0℃、

2.6℃、3.0℃という3通りの幅をもって計算した。国際制度のあり方については、排出量の国際的

差異化を巡っては既にいくつかのアプローチが提案されているので、これらの提案を参考にし、ま

た将来の国際政治変動の方向性と政治的現実を考慮に入れながら、不確実性の幅を考える上で有効

な国際的排出量差異化のあり方を6通り検討した。これらの不確実性を勘案した上で 2050年の排出

削減必要量を検討した結果、日本では2050年までに60％～90％近くのGHG排出削減（1990年比）が

必要だということが明らかとなった。 

 

２）温暖化リスク管理の観点からのクライテリア研究（環境省独立行政法人国立環境研究所） 

気候変動枠組み条約第２条に掲げられている究極目標のとおり、地球温暖化抑制策の長期的な目

標は温暖化による悪影響が生態系にとって危険でない「水準」に大気中の温室効果ガスを安定化す

ることであり、この目的を達成させるためには、その「水準」の設定、つまり温室効果ガス削減の

長期目標について決定する必要がある。そのためには、危険なレベルの定義や影響の閾値と安定化

濃度との関係を明らかにすることが重要となる。複雑に絡みあう関連因子を総合的に勘案し、多様

な政策方針の是非について比較検討を実施出来るようにするための支援ツールの開発が強く求め

られている。本研究では、濃度安定化等の温暖化抑制目標とそれを実現するための経済効率的な

排出経路、および同目標下での影響・リスクを総合的に解析・評価するための支援ツール

“ AIM/Impact[Policy]”を開発した。 AIM/Impact[Policy]のうち、温暖化抑制目標を前提条件

として与えた場合の温室効果ガスの最適排出経路を推計する動学的最適化モデルを用いて、温室

効果ガス安定化制約の下での、地球規模の気候変化や温暖化影響，温室効果ガス削減政策のタイミ

ングについて定量的評価を行った。 
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３）持続可能な開発と南北問題の観点からのクライテリア研究（京都大学）  

1996年6月の欧州環境理事会が、「地球平均気温は産業革命前と比べ2℃を超えるべきではなく、

従って、CO2の大気中濃度550ppm以下を指針として世界全体の（排出）抑制および削減努力が行われ

るべきだと考える」という文言を合意し、2002年の同理事会がその合意を再確認して以来、「 2℃

以下」という目標達成へ向けて、2030年や2050年といった中長期温室効果ガス排出削減目標の設定

が欧州各国で始まっている。温室効果ガス排出削減と「共通だが差異ある責任」との関係という問

題に考察を与えるため、気候変動に関する長期目標の設定を重視する欧州連合（EU）の政策決定過

程を跡付けながら、その背後にある基本的な考え方やアプローチを検討した。 

その結果、EUの長期目標設定の合意形成過程にみられる主要な特徴は、科学と政治の活発なイン

タラクションであることがわかった。政府間交渉へのインプットを目的とし、「 2℃以下」の議論

を前進させた「排出の安全回廊」や「許容可能な領域」といった考え方は、予防的アプローチにも

とづく「バックキャスティング」の方法論の採用につながり、科学と政治のインタラクションをさ

らに促進した。もうひとつの特徴は、不確実性への対処方法としての「価値判断」の位置づけであ

る。欧州の長期目標に関する合意形成過程において、「価値判断」が科学の対極におかれるのでは

なく、科学とともに重要な位置づけを与えられていることが明らかとなった。この背景にもまた、

政策立案における予防的アプローチの重視と、科学と政治の密接なインタラクションがみられた。 

 

４）規範によるクライテリア設定に関する研究（青山学院大学・早稲田大学（課題代表者異動）） 

 今回の研究の目的は、確固とした長期的な気候変動政策を策定するために、将来想定される国際

ならびに国内政治状況を可能な限り体系的かつ包括的に概念化することである。こうした研究は、

地球温暖化対策の多面的なクライテリア策定のための前提条件を整理するのに役立つばかりでな

く、今後の研究において実効性があり有効な政策指針を得るためにも不可欠のものである。  

 これから2050年までに、国際政治構造にどのような変動が起こるかを予測する上で、以下の３つ

の基本的な説明要因にしたがって展望する。すなわち、競争型の世界、対立型の世界、そして協調

型の世界へ向かう国際政治変動である。また、これらの基本的な国際政治変動がその可能性を最大

限発揮した場合、各々「合理主義の支配」、「力の支配」、そして「規範の支配」の世界の実現と

いうことになる。しかし、現実にはこれらの諸力の相互作用の結果、一定の方向にベクトルが働く。 

 本研究で特定した諸力の決定変数は、グローバルな変化要因、技術革新とその伝播要因、そして

これらが主要国の国内政治経済及び社会に与える影響と、それによって決定されるそれらの国の国

際政治に及ぼす影響を考慮する。さらに、これらのグローバルな変化要因、技術革新とその伝播要

因、そして主要国の国内政治経済及び社会変動要因にも上記の３つの基本的な説明要因、すなわち、

競争型、対立型、あるいは協調型の国際政治変動シナリオが影響を及ぼす。 

 考察の結果、短中期的には対立型と競争型の中間型の国際政治変動シナリオが、現時点では最も

妥当性があるといえる。ただし、温暖化による気候変動が世界各地で実感されるようになると、協

調型の国際政治変動シナリオが急に脚光を浴びる可能性もある。その際、あまりに手遅れにならな

いように「規範的な力」が大きく作用して、危機的な状況になるまでに、競争型と協調型の中間シ

ナリオがより現実的なものになる可能性もある。 

 

５）国際科学技術戦略の分析研究（国際大学） 

本サブテーマの研究は２つの柱からなる。一つ目の柱は温室効果ガス削減に向けた長期目標の設

定に関する日本国内のステークホルダー・ダイアログのあり方を近い将来に提示できるような足が

かりを作ることである。どのようにステークホルダー・ダイアログを設計し実施すればよいか。問

題は、確立されたステークホルダー・ダイアログ方法論というものがなく様々な分野で模索してい

る状況にあるという点である。この状況では散在するステークホルダー・ダイアログの方法論のか

けらを集めそれらを参考にしながら、日本の低炭素社会の形成に向けたダイアログに適した方法論

を一から設計していかなくてはならない。今回の調査をとおして、ステークホルダー・ダイアログ

の方法論は尐なくとも２つの分野で検討されていることを把握した。一つ目の分野はオランダを中

心として研究が進められているトランジション・マネージメントやシステム・イノベーションの分

野である。２つ目の分野は、開発途上国の開発及び紛争地域の安全保障といった国際公共政策の分

野 で あ る 。 本 研 究 者 は 後 者 の 流 れ を 汲 ん だ 方 法 論 を 紹 介 し た ド イ ツ の ワ ー ク シ ョ ッ プ

「Facilitating Multi-Stakeholder Dialogue」に参加した。このワークショップをとおして国際

公共政策の分野で開発されているステークホルダー・ダイアログの方法論の一つに触れた。本調査

の２つ目の柱は企業の温暖化戦略である。産業界は将来のステークホルダー・ダイアログには参加

が欠かせない主要なステークホルダーである。排出権取引や CDMなどの京都メカニズム、セクトラ

ル・アプローチなどのポスト京都の政策的枠組み、低炭素社会に向けて長期的な枠組みに対して、
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日本の産業界の見解、国際競争力や途上国への技術移転に関して、それぞれの国や地域の産業界が

もっている見解、日本の産業界の見解と欧州や米国の産業界の見解との相違点を調査した。 

 

（３）温暖化対策の多面的評価クライテリアに関する研究 

１）都市シナリオの設定と二酸化炭素削減量統合評価 

 本研究で開発した手法は、国あるいは地方自治体が都市の単位でCO2削減の方策を立案する際に有

効な手法となりうる。とりわけ、CO2の将来の削減の解析を可能にするための情報、またコンパクト

シティを実現した際の効果についての研究成果は短期および長期の施策に有用である。現時点で本

研究の成果が直接的に環境政策に用いられてはいないが、本研究は常に政策面での貢献を意図して

行われており、今後成果が活用されることが期待される。 

 

２）都市エネルギー供給由来の二酸化炭素排出評価と変革による削減効果  

家庭・業務部門などの電力の需要側と供給側の両者の関係は、実際の都市への政策導入の際には

重要であるにもかかわらず、関連する主体が異なることもあってこれまではその連携が検討されて

こなかった。本研究は横断的な施策が必要であることを示しており、今後成果が活用されることが

期待される。 

 

３）都市建築物由来のエネルギー消費と変革による削減効果 

建築物は民生部門における大きなCO2排出源になっているため、本研究の成果は政策に資するとこ

ろが大きい。グループ全体として京都議定書発効以降のわが国のCO2排出削減目標策に寄与するとと

もに、一部は政府間気候変動パネルの評価に反映されるよう努める。 

 

４）都市への燃料電池と太陽電池導入によるエネルギー削減効果 

 太陽電池の導入はわが国の大きな課題である。気象条件や代替される発電方式の発電コスト、CO2

排出原単位を考慮することにより、太陽光発電の発電コスト、CO2排出削減コストが地域によって大

きく異なることを明らかにした。また将来太陽光発電システムのコスト低下により CO2排出削減コス

トが著しく低下することを示した。これらの結果から、よりCO2排出削減コストの低い地域から導入

を促進し、コストの低下を待って、よりCO2排出削減コストの高い地域へと導入を拡大するなど、太

陽光発電の導入シナリオを提示した。また、太陽光発電の大規模導入を可能とするために、不安定

な出力を調整する蓄電池を併設した比較的低コストなシステムを提案した。 

 

５）都市圏におけるモビリティ由来のエネルギー消費と変革による削減効果（ 16-18年度のみ） 

交通量モデルの部分について、施策評価に適用可能な方法を構築することが出来た。家族類型別

世帯数と人口の推計結果から人流の発生・集中交通量を推計する手法の開発、物流の発生・集中交

通量推計モデルへの土地利用データの導入などと合わせれば、実際の施策に有効に活用できると考

えられる。 

 

６）都市系バイオマスと未利用エネルギーの活用による化石（？）エネルギー削減効果 

本研究で得られた結果だけでなく、CO2削減効果のさまざまな解析手法は国のみならず各自治体の

レベルにおいても具体的な政策を検討・実施していくうえで有効なものと考えられるため、学術誌

や学会などでの研究発表、さまざまな委員会や審議会における検討の場、などを通じ、今後成果の

広報・普及に努める。 

 

７）地域間物流に伴う二酸化炭素排出の変化 

物流産業連関分析によって、最終需要品目別の 1単位の消費に誘発される物流を求め、輸送機関

別のCO2排出原単位を用いて、CO2排出量に換算した。これにより、最終消費と物流によるCO2排出の

関係が明らかになり、物流分野におけるCO2排出削減対策を評価できる枠組みを作成できた。この枠

組みを用いて、輸送距離の削減対策（地産地消の促進）、輸送手段の低炭素化（鉄道や海運へのモ

ーダルシフト）のCO2排出削減効果を推計した。潜在的なCO2削減量として、地産地消の物流構造と

なることで年間最大4340万t、鉄道・海運にモーダルシフトすることで年間最大4720万tの削減ポテ

ンシャルがあるとの推計結果を得た。 

 

８）地域冷暖房とコジェネの導入による削減効果 
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民生部門における地域分散エネルギーあるいはヒートポンプを中心とする全電力化による我が

国全体のCO2排出削減の寄与については、これまで技術や需要特性を反映した評価がなされてきたと

は言えない。本研究により、はじめて個別建物から広域的効果を一貫した方法で評価する手段と評

価をなすことができた。さらにコストとCO2排出削減のトレードオフに関しても、導くことが可能と

なった。 

 

９）さまざまな主体の知識共有のための統合ツール開発 

「ウェブ・ベース協調基盤」の改善とコンテンツの作成により、有用な専門知識を共有するツー

ルができた。そして、DOMEのモデル統合環境を用いて、様々な数値計算モデルやデータベースをウ

ェブ上に繋げ、脱温暖化社会のシナリオを総合的に評価することに使用できる統合モデルを作成す

る手法の適用可能性を検討した。 

このウェブ・ベース協調基盤とオントロジーは、脱温暖化社会に向けた中長期的政策オプション

の多面的かつ総合的な評価・予測・立案を行うための有効な知識リソースになると考えられる。研

究成果を基に、温暖化対策の政策立案に利用できる有用なツールになる、プロジェクト内外の専門

家の知識共有と統合を支援する協調基盤ができると考える。 

 

（４）温暖化対策のための、技術、ライフスタイル、社会システムの統合的対策の研究  －IT社会

のエコデザイン－（ITの産業構造に与える影響に関する研究） 

１）環境調和型IT社会の設計（IT社会のエコデザイン） 

情報通信技術（ Information Communication Technology:IT）の社会普及に環境配慮設計（エコ

デザイン）の視点を入れることで、安全で豊かな低炭素社会を実現することを目的に研究を進めて

いる。最初に2020年における、ICT普及がCO２排出に与える影響を考察した。2020年には、高度ICT

技術の普及が進み、環境対策、観光、流通管理、ショッピングなど様々な場面で活用されている可

能性が高い。現在の延長でこのようにIT普及が進んだ場合でも、国内総排出量の約 5％のCO２排出

削減ポテンシャルをもつ。「ICTによって新たな社会システムが創造される」といったダイナミッ

クな変革が生じれば、さらに大きな削減効果が得られるであろう。そこで、2050年低炭素社会を想

定して、未来社会で実現して欲しい事象を、市民 1,000名へのアンケート、作家・映画監督・科学

者など有識者インタビュー、および未来社会を題材とした SF(Science Fiction)映画やアニメーシ

ョンの調査により、抽出した。これらキーワードをもとに、 ICT普及が、コミュニティや家族との

つながり、人間と自然との関係を回復させた結果、人々が目標達成に向けて、いきいきと生活して

いる社会を、物語とイラストで描いた。このように描いた2050年社会のCO２削減量を試算した。 

 

２）ITを媒介とした技術とライフスタイルの統合的対策の概念整理と実証的効果検証に関する研究  

生活者が関わる家庭部門を対象として、人の環境意識と行動変革を支援する環境調和型 ITシステ

ムである「エコ・ライフスタイル・ナビゲーション（以下「エコ・ナビ」と略称）」の CO2削減効果

の可能性評価と、その実効性を確保するための課題抽出を目的とし、情報提供と環境配慮意識・行

動変化との関連性に関する調査研究およびCO2家計簿運動を利用した情報の影響に関する模擬実証

実験を実施した。日本全体の省エネ効果知識が最高水準まで向上すると仮定した場合、世帯あたり

18%、2,300万t-CO2の電気・ガスCO2削減ポテンシャルがあることがわかった。 

 

３）低カーボン社会を実現する移動のエコデザインに関する研究 

人々の移動の際に生じる環境負荷、特に自家用車利用に由来する CO2排出の削減について、2050

年頃の社会を想定して低カーボン社会が実現可能な移動のエコデザインを提案し、通勤、就業、購

買といった生活シーンにおけるICT（情報通信技術）の活用方法およびその効果を検討した。その

結果、交通関連ICTサービスにより自家用車通勤者が代替交通手段へモーダルシフトする場合、自

家用車通勤者の56％がモーダルシフトの実施を表明し、自家用車通勤者1人あたりのCO2排出量の削

減率は25.1％と推定した（全国での削減ポテンシャルを概算すると521万t-CO2/年）。 

 

４）IT活用による産業の効率化に関する環境影響調査 

SCM（Supply Chain Management）等のITシステムの活用による製造業におけるCO2削減量(無駄排

除)の推計方法を設計し、この評価方法を製造業だけでなく流通業まで拡張し、在庫圧縮によるCO2

排出削減の影響を検討した。その結果、SCM、製造直販化やBTO（Build To Order）、物流の情報化

によって、2050年で間接効果を含めて約11,700万t-CO2の削減ポテンシャルがあることがわかった。 
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５）産業構造に与えるITの影響に関する研究 

 IT化の進展が社会のCO2排出量にもたらす影響について既存のLCA評価や経済モデル評価の成果も

取り入れて算定し、今後2020年までに、IT機器の増加による排出増加影響を含めても、IT化による

各種の効率化によるCO2削減効果が増加影響を上回り、5%の削減効果の可能性があることを示した。 

 

（５）技術革新と需要変化を見据えた交通部門のCO2削減中長期戦略に関する研究 

１）リードタイムを考慮した新技術導入の効果評価と政策手段に関する研究（平成 18年度で終了）

新技術・交通行動転換策の導入効果の評価と普及促進に関する研究（平成 19年度より実施） 

・リードタイムを考慮した技術普及シ

ナリオの構築 

リードタイムを考慮した技術普及

シナリオについて、作成した技術導入

対策効果評価モデルを用いて、 2020

年の基準シナリオ、ハイブリッド車

(HEV)等普及シナリオ、さらに交通需

要抑制を組み合わせたシナリオを構

築した。さらに寄せられた意見を反映

させ、国土交通省による将来交通需要

予測の見直しを反映させて、シナリオ

の改訂を行った。結果的に、表 1に示

すように、2020年時点でハイブリッド

乗用車の4割程度の普及と交通量の約

10%の抑制を行うことで、1990年比10%

減が可能との見通しを得た。バイオ燃

料を混合することができれば、さらな

る削減も可能と考えられた。 

 

・CO2排出削減対策の地域別評価システムの構築 

地域特性を考慮しつつ、効果的な削減策の評価を行った。モーダルシフトに向けては、LRT等の

整備に上下分離方式を導入することが有望と指摘された。基盤整備は公共が行い、運行を民間が行

うことで、運賃を下げることができ、利用者を増加させる好循環となることが期待される。財源と

しては、後述する有識者ヒアリング等でも、道路財源の活用が必要と指摘されていた。たとえば、

道路事業費の10%（10年間6兆円、人口1人あたり5万円相当）を約20億円/kmかかるLRT整備に20年間

投資すると、人口20万人の都市に延長10km分を整備することができる。あるいは全域が人口集中地

区(DID)にほぼ相当する4000人/km2以上で鉄道駅の無い全国6,000メッシュ（約1km四方）に各1km整

備することができる。総額では12兆円に相当するが、道路事業を1割遅らせることで、これだけの

整備が可能と考えられる。もちろん、モーダルシフト促進のためには、都市施設を沿線に集約化す

ることや、他の交通手段と連携させる事も重要である。 

自動車ユーザーの価格への対応を見るために、1972年～2006年のガソリン価格（2000年換算）と

ガソリン消費量の関係について整理・考察した。分析期間の取り方によっては、相当に異なる価格

弾力性が導かれうることが分かる。しかし、1975年～1999年までの四半世紀に渡って、一人あたり

年間ガソリン消費額は、3～4万円の間で安定して推移してきたように見える。特に、自家用乗用車

の走行量が大幅に拡大した1990年代は、ガソリン実質価格の低下が起きていた。2000年代から2008

年の夏頃までのガソリン価格高騰は継続的に起きており、一人あたりのガソリン消費額を 5～6万円

以上まで押し上げ、ガソリン消費量や車両購入費を減尐させる一因となったと考えられる。将来的

に、ガソリン価格高騰が再び起きるのか、一人あたりの年間ガソリン消費額が5～6万円に上がるの

かによって、ガソリン消費量が半減する可能性もあり得ると考えられる。  

HEVが車体価格差を埋めるペイバックタイムを試算した。従来車の燃費11.7km/l、HEV20.3km/l、

年間走行距離10,000km、車両価格差は約30-40万円の現況が、2010年頃の新ハイブリッドユニット

の開発により10-20万円程度に抑えられると想定した。補助金が縮小されつつある現時点ではペイ

バックタイムは7-10年程度であるが、ハイブリッドユニットの低価格化が進む2010年には補助金な

しでもペイバックタイムは3-5年程度に縮小し、HEVは価格競争力を持ち、従来型車両からの置き換

えが急速に進む可能性が高いことを示した。 

 

表1 2020年交通シナリオ 

乗用車HEV(ハイブリッド車) 37%

小型貨HEV 50%

軽乗用BEV (電気自動車) 37%

乗用車HEV 20%

小型貨HEV 10%

ハイブリッド
車等の普及

－10%－3%＋8%CO2排出量

（90年比）

航空、鉄道、船舶の効率は5%改善する一方、航空機輸送量
が約20%増加する

航空、鉄道、
船舶

乗用車13%減

貨物車16%減

乗用車3%減（90年比39%増）

貨物車7%減（90年比7%減）

自動車交通量

（02年比）

乗用20%, バス10%, 軽乗用10%, 普通貨
5%, 小型貨15%

乗用、バス、小型
貨10%

燃費改善

（現状比）

ガソリン/ディーゼル車の現状の燃費を40%改善した数値

（小型貨物HEVは同20%改善した数値）

ハイブリッド
車等の燃費

(2)(2)＋交通需要＋交通需要

管理管理
(1)(1)ハイブリッドハイブリッド

車等大量普及車等大量普及
(0)(0)基準基準シナリオ

乗用車HEV(ハイブリッド車) 37%

小型貨HEV 50%

軽乗用BEV (電気自動車) 37%

乗用車HEV 20%

小型貨HEV 10%

ハイブリッド
車等の普及

－10%－3%＋8%CO2排出量

（90年比）

航空、鉄道、船舶の効率は5%改善する一方、航空機輸送量
が約20%増加する

航空、鉄道、
船舶

乗用車13%減

貨物車16%減

乗用車3%減（90年比39%増）

貨物車7%減（90年比7%減）

自動車交通量

（02年比）

乗用20%, バス10%, 軽乗用10%, 普通貨
5%, 小型貨15%

乗用、バス、小型
貨10%

燃費改善

（現状比）

ガソリン/ディーゼル車の現状の燃費を40%改善した数値

（小型貨物HEVは同20%改善した数値）

ハイブリッド
車等の燃費

(2)(2)＋交通需要＋交通需要

管理管理
(1)(1)ハイブリッドハイブリッド

車等大量普及車等大量普及
(0)(0)基準基準シナリオ
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２）バックキャスティングによる長期削減シナリオの策定に関する研究（平成 18年度で終了）国土

利用構造の変化を見据えた長期削減シナリオに関する研究（平成 19年度より実施） 

・地域類型別の技術革新と需要変化による長期削減シナリオ 

有識者ヒアリングを行い、社会経済的シナリオを左右する要因として、移民受け入れ、中国・イ

ンドの経済水準、意思決定の仕組み、原油価格が明らかとなった。交通・地域シナリオに関しては、

居住の動向、根源的な移動ニーズ、速度ニーズ、資源循環の規模、燃料電池車の普及可能性が挙げ

られた。地域類型別の自動車CO2排出量の実態把握を踏まえ、交通CO2の内訳を示す式(1)の各項を尐

しずつ減らす対策を地域類型別に取り入れることで、全体として 7割削減するビジョンを表2の通り

構築し、実現可能な対策の組合せとなるようにブラッシュアップを行った。  

 









交通手段 燃料消費量

排出量

走行台キロ

燃料消費量

輸送キロ

走行台キロ
分担率

交通サービス

輸送キロ
交通サービス 2

2

CO
CO ・・・(1) 

 

４．考察 

本プロジェクトの最終目標は、2050年までを見越した日本の温室効果ガス削減のシナリオとそれ

に至る環境政策の方向性を提示することである。バックキャスティングの手法に基づいて、各部門

の变述シナリオの構築、数値モデルの開発を行う共に、各部門の対策について詳細な分析を進め、

その成果を論文特集号「低炭素社会のビジョンと実現シナリオ」地球環境 Vol.12 No.2（2007）、

論文特集号「Modeling long-term scenarios for low-carbon societies-」Climate Policy Vol.8 

Supplement （2008）としてまとめた。また全体成果を、西岡秀三編著「日本低炭素社会のシナリ

オ 二酸化炭素70%削減の道筋」日刊工業新聞社（2008）にまとめた。また、2050年のCO2排出量を

1990年に比べて70％削減に向けた具体的な方策を示した。 

プロジェクトの全体枠組みおよび研究構成要素の相互関係について、参画する約 60名の研究者お

よびアドバイザリーボード5名の有識者を交えた会合を年2回行い、理解を深め、個別にチーム間調

整を行った。また、日英共同研究プログラム「低炭素社会の実現に向けた脱温暖化2050プロジェク

ト」を推進し、第1回ワークショップを2006年6月に東京、第2回ワークショップを2007年6月にロン

ドン、第3回ワークショップを2008年2月に東京で行うなど、研究の成果を広く内外に知らせる事に

なった。 

これらの成果は、安倍元総理の「低炭素社会への誘い」（2007年5月）、福田前総理の「福田ビジ

ョン」（2008年6月）、日本国政府の「低炭素社会作り行動計画」（2008年7月）等の国内気候政策

の立案、G8やUNFCCCにおける2050年半減などの気候政策立案に貢献している。 

政策決定プロセスと綿密な連携を組んだ時宜を逃さない研究成果の提供によって、真の意味での

戦略研究となり日本低炭素社会づくりに貢献する研究プロジェクトになった。  
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表2 2050年旅客交通ビジョン案 

 都市圏

都市部

都市圏

郊外

地方

都市部

地方

郊外

合計

近隣集約化 △ 再開発 ○再開発 △再開発 ○集約化 112->33Mt

1990年比

- 70%
(含む都市間
旅客：30km-)

凡例:

◎: - 30%

○: - 20%

△: - 10%

×: 削減なし

都市集約化 △都心再開
発

△撤退 △都心再開
発

×

公共交通利
用促進

△プライシン

グ

△P&Rなど ○LRT △乗り合いタ

クシー

積載効率改
善

△小型車両の活用 △乗り合い促

進

×

燃費改善 ◎都市モード ○郊外モード

低炭素燃料 △ ○バイオ燃料, 電動車両向け低炭素電力

人口(百万人) 46→40 15→12 27→20 35→23 124→94

t-CO2/人 0.66→0.27 0.94→0.35 1.03→0.38 1.11→0.51 0.90→0.35
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都市圏
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地方
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合計

近隣集約化 △ 再開発 ○再開発 △再開発 ○集約化 112->33Mt

1990年比

- 70%
(含む都市間
旅客：30km-)

凡例:

◎: - 30%

○: - 20%

△: - 10%

×: 削減なし

都市集約化 △都心再開
発

△撤退 △都心再開
発

×

公共交通利
用促進

△プライシン

グ

△P&Rなど ○LRT △乗り合いタ

クシー

積載効率改
善

△小型車両の活用 △乗り合い促

進

×

燃費改善 ◎都市モード ○郊外モード

低炭素燃料 △ ○バイオ燃料, 電動車両向け低炭素電力

人口(百万人) 46→40 15→12 27→20 35→23 124→94

t-CO2/人 0.66→0.27 0.94→0.35 1.03→0.38 1.11→0.51 0.90→0.35  
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